
 

 

              長野県（企画部）プレスリリース 平成24年（2012年）３月28日 

 

 

 平成22年10月１日現在で実施した国勢調査の産業等基本集計結果（人口の労働力状態及び就業者

の産業別構成）の長野県分が平成24年３月21日（水）総務省統計局より公表されました。 

 なお、全国結果は、平成24年４月下旬に公表される予定です。 

 

 

 

１１１１    長野県の労働力人口長野県の労働力人口長野県の労働力人口長野県の労働力人口    １，１５３，８８３１，１５３，８８３１，１５３，８８３１，１５３，８８３人人人人     

 

長野県の15歳以上人口1,850,984人の労働力状態をみますと、労働力人口（就業者数及び完全失業

者）は1,153,883人で、前回、平成17年に比べ、52,549人（4.4％）の減少となっています。男女別

にみますと、男性は658,777人、女性は495,106人で、前回、平成17年に比べ男性は31,883人（4.6%）、

女性は20,666人（4.0％）それぞれ減少しています。 

労働力率（15歳以上人口(労働力状態「不詳」を除く。)に占める労働力人口の割合）は63.2％で、

前回、平成17年に比べ1.5ポイント低下しています。また、男性の労働力率は74.9％、女性の労働

力率は52.3％で、前回、平成17年に比べ男性は2.3ポイント、女性は1.0ポイントそれぞれ低下し

ています。 

 

 

 

２２２２    長野県の就業者数長野県の就業者数長野県の就業者数長野県の就業者数    １１１１，，，，０９１０９１０９１０９１，，，，０３８０３８０３８０３８人人人人     

 

15歳以上就業者数は1,091,038人で、前回、平成17年に比べ59,842人（5.2％）の減少となって

います。男女別にみますと、男性は615,866人、女性は475,172人で、前回、平成17年に比べ男性は

5.8％、女性は4.4％それぞれ減少しています。 

また、65歳以上の就業者数は152,038人（就業者数の13.9％）で、前回、平成17年に比べ2.6％

減少しています。 

 

 

 

 

「平成22年国勢調査 産業等基本集計結果」は、インターネットでも提供しています。 

URL：http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/index.htm 
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表１ 

15歳以上 労　働　力　人　口　(人) 非労働力 労働力率 増減率(％)

年次、男女 人　　口 総　　数 就 業 者 完　全 人　　口 (％) 労働力 就業者

(人) うち　　 失業者 (人) 人　口 うち　　

65歳以上 65歳以上

総　数

　  平成17年　1,878,301 1,206,432 1,150,880 156,093 55,552 656,828 64.7 △ 2.6 △ 4.1 3.5

　  平成22年　1,850,984 1,153,883 1,091,038 152,038 62,845 672,441 63.2 △ 4.4 △ 5.2 △ 2.6

男

　  平成17年　 905,048 690,660 653,751 92,942 36,909 204,146 77.2 △ 3.3 △ 5.2 2.7

　  平成22年　 890,567 658,777 615,866 90,675 42,911 220,481 74.9 △ 4.6 △ 5.8 △ 2.4

女

　  平成17年　 973,253 515,772 497,129 63,151 18,643 452,682 53.3 △ 1.6 △ 2.6 4.9

　  平成22年　 960,417 495,106 475,172 61,363 19,934 451,960 52.3 △ 4.0 △ 4.4 △ 2.8

注) １　15歳以上人口には、労働力状態「不詳」が含まれます。

　  ２　平成17年の増減率は平成12年との比較を示しています。

 

 

 

    

３３３３    産業大分類産業大分類産業大分類産業大分類別就業者別就業者別就業者別就業者    

    

15歳以上就業者を産業大分類別にみますと、「製造業」が226,458人（就業者数の21.5％）で最も

多く、次いで「卸売業，小売業」161,727人（同15.3％）、「医療，福祉」113,872人（同10.8％）、「農

業」100,398人（同9.5％）、「建設業」83,923人（8.0％）などとなっています。 

    

表２ 

産　業　大　分　類 就業者数 構成比 産　業　大　分　類 就業者数 構成比

(人) (％) (人) (％)

総　　数 1,091,038

第１次産業 103,387 9.8 第３次産業 639,888 60.7

農 業 100,398 9.5 電気・ガス・熱供給・水道業 5,275 0.5

林 業 2,763 0.3 情 報 通 信 業 15,519 1.5

漁 業 226 0.0 運 輸 業 ， 郵 便 業 43,398 4.1

卸 売 業 ， 小 売 業 161,727 15.3

金 融 業 ， 保 険 業 21,677 2.1

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 11,225 1.1

第２次産業 310,884 29.5 学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ービ ス業 24,822 2.4

鉱業，採石業，砂利採取業 503 0.0 宿 泊業 ，飲 食サ ービ ス業 69,888 6.6

建 設 業 83,923 8.0 生活関連サービス業，娯楽業 37,509 3.6

製 造 業 226,458 21.5 教 育 ， 学 習 支 援 業 42,495 4.0

医 療 ， 福 祉 113,872 10.8

複 合 サ ー ビ ス 事 業 11,467 1.1

サービス業（他に分類されないもの） 49,043 4.7

公 務（他 に分類さ れるも のを除 く） 31,971 3.0

注）総数には「分類不能の産業」が含まれます。  
 


